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最近の地球温暖化対策を巡る
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Cool Earth 50
(2007/05/24)

最近の主たる内外動向

ハイリゲンダムサミット

(2007/06/06～)

COP13, COP/MOP3
(2007/12/03～)

洞爺湖サミット

(2008/07/07～)

COP15, COP/MOP5
(2009：コペンハーゲン)

クールアース推進構想

(2008/05/24)

福田ビジョン

(2008/06/09)

低炭素社会づくり行動計画

(2008/07/29)

京都議定書
目標達成計画改定

(2008/03/28)

地球温暖化問題に関する懇
談会提言

(2007/06/16)

長期目標（現状比60～80％削減）

革新技術開発、既存技術普及

ゼロエミッション電源50％（2020）

取引制度の試行、税制のグリーン化

排出量の「みえる化」、等

「2050年で温室効果ガス半減を目標に」

京都議定書目標達成を目指す国民運動「温室効果ガス半減目標を検討」

「先進国・途上国のコミット目指す」

「2009年に何らかの合意」

「温室効果ガス半減目標という
ビジョンをシェア」

「中期目標を2009年中に策定」

【将来枠組み】 【国内対策】
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将来枠組みに関連した主たる交渉経緯

ハイリゲンダム・サミットハイリゲンダム・サミット
2050年までに世界全体の温室効果ガスの排出量を少なくとも半減す
ることなどを真剣に検討する

国連の場で将来枠組みの合意を2009年までに目指す

バリ行動計画（バリ行動計画（COP13COP13、、COP/MOPCOP/MOP３）３）
先進国・途上国それぞれが、計測・報告・検証可能なコミットメントを
検討する

京都議定書の2013年以降の目標設定検討継続

2トラックとも2009年合意を目指す

洞爺湖サミット洞爺湖サミット
2050年までに世界全体の排出量の少なくとも50%の削減を達成する
目標というビジョンを各国と共有し、交渉を経て採択することを求める

野心的な中期の国別総量目標を実施する

排出量削減の世界全体の長期目標を含む、長期的な協力行動のた
めのビジョンの共有を支持する（主要経済国会合（MEM）宣言）
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日本のサブミッション（2008年9月30日提出）

 共有のビジョン
 2050年までに世界全体の温室効果ガス排出量を少なくとも50％削減すると

いう長期目標を、ビジョンとしてUNFCCCの下で採択する

 緩和
 【先進国の範囲拡大】OECD加盟国、経済発展段階等にかんがみそれに比

肩しうると考えられる国、自主的に希望する国を附属書Ⅰ国に

 【基準年排出量の見直し】国別総量目標は、複数の年からの削減率

 【衡平な目標設定】セクターごとのエネルギー原単位や温室効果ガス（GHG）
原単位等を活用しながら、限界削減費用、総削減費用の対GDP比等を考慮
して確保

 【差異化による新興国参加】(i) 経済の発展段階及び対策の能力、世界全体
の排出に与える影響等の観点から、一層の緩和のための行動が必要とされ
る国、(ii) 総排出量が極めて少なく、気候変動による悪影響に脆弱な国
（LCC、AOSIS含む）、(iii) その他の途上国の3分類

 【途上国の実情に合わせた実効性ある約束】(i)該当国は、セクターごとの目
標設定、国別目標設定、国家行動計画のプレッジ&レビューを検討

 【卒業】上位の分類の基準に達した場合は、締約国会議での決定により、当
該国は上位の分類に移行
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今後の展開とポイント

 国連における具体的な目標に関する交渉の本格化は2009
年前半

 現在は、本格交渉に向けた準備段階（目標設定の考え方、
具体的方法、等）

 各国の思惑には開きがあり、どういった合意に向かうかは不
透明（e.g.新興国は実効性のあるコミットを受け入れるか＝
米国の姿勢へ影響）

 金融危機由来の景気後退による国際交渉への影響懸念

 目標水準（内容）

 コペンハーゲンでの合意が困難に？（再会会合の可能性）
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低炭素社会づくり行動計画

 福田ビジョン、有識者懇談会提言を受け、中長期的な日本の温暖化対策
に向けた具体策が明示され、実行に移されつつある

 行動計画における主たる取り組み

 革新的技術開発の促進（財政措置、国際貢献を視野に入れる）

 ゼロエミッション電源（2020年に50％）：既存先進技術普及

 RPS法の次期目標検討（本年中にレビュー予定）

 太陽光発電の積極支援（2020年に10倍、2030年に40倍）

 3～5年後にシステムコスト半減

 系統安定化に向けたコスト負担の考え方を早急に検討

 原子力の推進

 排出量取引（2008年秋より国内統合市場の試行的実施）

 税制のグリーン化の促進（低炭素化促進の観点から税制全般を横断的に見
直す；グリーン税制とその経済分析等に関する専門委員会で技術的分析）

 排出量等の見える化（需要家サイドでの取り組み促進ツールの開発）

 カーボンフットプリント（含、ISO国際規格化への働きかけ）、カーボンオフセット

代エネ法の
議論
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「排出量取引の国内統合市場の試行的実施」

（出所）第22回地球温暖化対策推進本部会合資料（2008年10月21日）
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国内クレジット（CDM）制度の概要

【参加者要件】
・ 自主行動計画の有無による

【排出削減量】
・ ベースライン排出量から事業

実施後排出量及びリーケージ
排出量を差し引いた排出量

（出所）経済産業省資料
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東京都による総量削減義務と排出量取引制度

（出所）東京都資料
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カーボンオフセット制度

（出所）環境省資料
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カーボンフットプリント

（出所）経済産業省資料 2009年から制度化するとともに、ISOにおける規格

化に向けた働きかけを行う

2009年から制度化するとともに、ISOにおける規格

化に向けた働きかけを行う
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まとめ

 「低炭素化」という視点から、技術を活用した中長期
的なエネルギー需給構造転換の検討が進みつつあ
り、「エネルギー安全保障」や「日本の競争力」の視
点も含めた今後のあり方の検討が求められる

 「低炭素化」の目標は、次期枠組みの目標水準に大
きく左右される。国際的な枠組みのあり方と合わせ
た実現性のあるビジョンの検討が重要

 取引制度の検討は試行的要素が強く、また様々な
スキームが同時検討されているため、その機能と効
果の評価を十分に考慮して行く必要がある

お問合せ：report@tky.ieej.or.jp


